
制度名 伴走支援型特別保証
保証限度額 4,000万円

資格要件

次の（1）から（3）のいずれかの認定を受け、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者の方
（1）経営安定関連保証 4 号の認定（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）
（2）経営安定関連保証 5 号の認定（売上高等減少率が 15％以上のものに限る）
（3）危機関連保証の認定（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）

対象資金 経営の安定に必要な事業資金（運転資金・設備資金）

保証期間
一括返済　　1年以内

分割返済　10 年以内（据置期間 5 年以内）

担保 必要に応じて

保証人
原則、法人代表者以外は不要

経営者保証免除対応を適用する場合、法人代表者についても不要

貸付利率 金融機関所定

責任
共有制度

経営安定関連保証 4 号、危機関連保証：対象外
経営安定関連保証 5 号：対象

保証料率
0.85％（国が 0.65％相当の額を補助）

経営者保証免除対応適用時 1.05％（国が 0.85％相当の額を補助）
⇒ 中小企業者の負担は一律0.2％

添付資料

（1）市町村長の認定書（経営安定関連保証 4 号、5 号、危機関連保証）
（2）経営行動計画書（以下の内容を満たすもの又は含むもの）

① 計画を策定した日の属する事業年度から 3 事業年度を最短の計画期間とし、原則として同 5 事業年度を最長の計画期間とする
② �申込人の経営に係る現況・課題（原則として、計画を策定した日の属する事業年度の前事業年度の財務状況の分析を含む）

と課題を克服するための取組事項
（3）経営者保証免除対応確認書（経営者保証免除対応を適用する場合）

取扱期間 令和 3 年 4 月1日から令和 4 年 3 月31日保証申込受付分まで

《制度概要》

市町村長の認定書 経営行動計画書の内容

経営安定関連保証4号 ❶ 現状認識

❷ 財務分析

❸ 具体的なアクションプラン

経営安定関連保証5号

危機関連保証

＜認定要件＞
①指定地域※において1年間以上継続して事業を行っていること
②�新型コロナウイルス感染症の影響を受けた後、原則として最近 1か

月間の売上高等が前年同月比で、20％以上減少し、かつ、その後
の 2 か月間を含む 3 か月間の売上高等が前年同期比で 20％以上
減少することが見込まること

※告示にて指定された地域 _47 都道府県全域（令和 3 年 4 月1日現在）

＜認定要件＞
①�指定業種※1に属する事業を行っており、最近 3 か月間の売上高

等が前年同期比で5％以上※ 2 減少していること
※ 1 告示にて指定された業種 _ 全業種指定（令和 3 年 4 月1日現在）
※ 2 本制度の利用には15％以上であることが必要

経営行動計画書の書式については、金融機関にお問い合わせください。

＜認定要件＞
①�金融取引に支障を来しており、金融取引の正常化を図るため、資

金調達が必要になっていること
②�新型コロナウイルス感染症の影響を受けた後、原則として最近

1か月間の売上高等が、前年同月比で 15％以上減少し、かつ、
その後の 2 か月間を含む 3 か月間の売上高等が前年同期比で
15％以上減少することが見込まれること

No. 項目 内容
① 事業概要

②
外部環境

事業の強み・弱み
（課題）

③
経営状況
財務状況
（課題）

直近の決算期 月期
①売上増加率（売上持続性） （％） ④ EBITDA 有利子負債倍率（健全性） （倍）
②営業利益率（収益性） （％） ⑤営業運転資本回転期間（効率性） （カ月）
③労働生産性（生産性） （千円） ⑥自己資本比率（安全性） （％）
※表中の財務指標はローカルベンチマークにおける 6 指標となります。

課題 取組計画等
主な取組

計画１年目
（計画策定年度） 計画 2 年目 計画 3 年目 計画 4 年目 計画 5 年目

取組計画
改善目標指標

目標値
取組計画

改善目標指標
目標値


